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世論調査の概要 
以下の世論調査の結果に基づいて、検討した。 
 １）内閣総理大臣官房広報室が行った世論調査 
  （１）原子力に関する世論調査、昭和６２年８月（１９８７） 
  （２）原子力に関する世論調査、平成２年９月（１９９０） 
  （３）エネルギーに関する世論調査、平成１１年２月（１９９９） 
  以下、これらの調査を「国Ｓ６２」、「国Ｈ２」、「国Ｈ１１」等と略記する。 
 ２）社会経済生産性本部の調査 
  （１）第１０回エネルギーに関する世論調査、平成９年３月（１９９７） 
  （２）第１１回エネルギーに関する世論調査、平成１０年３月（１９９８） 
  （３）第１２回エネルギーに関する世論調査、平成１１年３月（１９９９） 
 この調査は、通商産業省資源エネルギー庁からの委託事業として実施されたものである。
以下、これらの調査を「社経本部Ｈ９」、「社経本部Ｈ１０」、「社経本部Ｈ１１」等と略記す
る。 
 ３）若狭湾エネルギー研究センターの調査 
  （１）原子力エネルギー認識の地域特性、平成１１年３月（１９９９） 
  （２）放射線利用の社会的受容性に関する調査、平成１１年３月（１９９９） 
 この調査は、核燃料サイクル開発機構からの委託事業として実施されたものである。 
 以下、これらの調査を「エネ研Ｈ１１」と略記する。 
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